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歴史教育における 

外交を主題としたシミュレーション教材の開発と実践 

木口  恵理子 

関東第一高等学校  

 

 

本研究は、中学校社会科を対象に、外交交渉における政策決定と交渉の不可分性に着目し、交渉案の修正や妥

協の過程を体験できるシミュレーション教材を開発・実践したものである。近代外交では、利害の異なる国家間

で合意形成を図るため、交渉過程において相手国の立場を踏まえた妥協案の提示や、新たな情報を基にした判断

の再検討が不可欠である。しかし、先行研究では外交政策の検討を主とするものが多く、交渉過程そのものを扱

った実践は限定的であった。そこで本研究では、近代外交の交渉会議をモデルとしたシミュレーション教材を設

計し、中学校の選択授業において実践した。授業実践の分析から、学習者は交渉を通じて外交交渉の意思決定プ

ロセスを体験的に理解している様子が確認された。一方で、交渉条件の設計によって、妥協や再検討の経験に差

が生じる課題も明らかとなった。本研究は、外交交渉のプロセス理解を重視した教材設計の有効性と今後の改善

点を示すものである1。 
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1. はじめに 

 

1.1. 国際関係の変化と民主主義国家における外交 

 現在の国際関係は不安定な状況が続いている。例えば、

2026 年 1 月時点でもロシアのウクライナ侵攻問題の解決

には至っていないと報じられている。2024 年 12 月には国

連安全保障理事会で緊急会合が開かれ、北朝鮮によるロシ

アへの派兵などが協議されたと報じられた。会合において

はウクライナをはじめとした各国代表が意見を述べた。日

本の山崎和之国連大使もロシアによるウクライナ侵攻に

対する意見表明を行い、自国の立場を表明した2。国際関係

が変動する中で、日本も外交を展開している。 

 このような中で、平成 29 年告示中学校学習指導要領、

社会科歴史的分野における目標には「我が国の国土と歴史、

現代の政治、経済、国際関係等に関して理解する」3ことと

記載されている。では具体的に中学校社会科ではどのよう

に国際関係を扱うことを求められているのだろうか。 

 

1.2. 中学校社会科における外交の扱い 

 平成 29 年告示中学校学習指導要領、社会科歴史的分野

「２内容 C 近現代の日本と世界（1）近代の日本と世界」

4における項目ア、小項目（オ）、小項目（カ）、ではいずれ

も日本国が展開した政治・外交5の動きを学習することに

加え、それが関連する他の国家の動きなども含めてどのよ

うな関連性があるのかを扱うよう言及がある。また、「３ 

内容の取扱い」6中項目（１）、小項目オ、では「歴史に見

られる国際関係や文化交流のあらましを理解させ、我が国

と諸外国の歴史や文化が相互に深く関わっていることを

考察させる」活動を行うことを求める記載もある。つまり

中学校学習指導要領、歴史的分野においては外交に関わる

記載が複数あり、国際情勢や他国との関係にも留意して扱

う必要があると考えられる。また、ここでは「考察させる」

活動を行うことを求めていることから、一方的な教授では

なく、生徒自身が外交について考察できるようになる必要

があるとも考えられる。では、そもそも外交とはどのよう

なプロセスを伴うものなのか。 

 

1.3. 外交の基本的な概念 

近代以降、特に外交は「主権国家間の紛争処理技術」7の

一つであるとみなされている。そして外交は基本的に国家

間の対立や紛争を交渉によって解決することを目指すた

め、「軍事力の行使そのものや国際紛争の司法的解決とは

区別」8されるものである。そして、外交は「外交という行

動を通じてその国家が実現しようとする目的である」9対

外目的、「さまざまな外交目的、手段、対象のなかでどれ

を選択するかを決定する」10対外政策、交渉など複数の要

因から構成される。加えて、基本的には「政策の決定と実

施はしばしば不可分の関係」11であり、「相手側についての

情報の収集・解釈や相手側への意思伝達（国際コミュニケ

ーション）など通常「外交」の機能とされるものが政策決

定の過程で重要な役割を果たすので、この区別をあまり厳
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密に考えることには意味がない」12とされる。つまりこの

定義によれば外交官は交渉前に情報収集を行い、対外政策

を検討した上で交渉案を用意して交渉を行う。加えて、実

際の交渉中でも新たな情報を得るため、そこでさらに交渉

案を修正し、再び交渉するという過程を繰り返す。外交と

いうプロセスがこのように行われているのであれば、外交

を学習する際には対外政策を決定し交渉案を提示する活

動と交渉は切り離さずに扱うことが望ましいと考えられ

る。 

 

1.4. 外交交渉の特性 

外交交渉は、利害の対立する国家間において合意形成を

図る過程であり、交渉者は相手国の立場を踏まえながら妥

協点を探索することを求められる。Schelling（2021）は、

交渉を相互に依存した意思決定の過程として捉え、相手の

受容可能性を予測しながら行動が選択される点を指摘し

ている13。また、Allison（2016）は、外交上の意思決定が

不確実性を伴うものであり、交渉過程で得られる新たな情

報が判断に影響を与えることを示している14。 

これらの議論を踏まえると、外交交渉において交渉者は

外交交渉学習における 2 つの判断状況として、A［相手国

の立場を踏まえて妥協可能な交渉案を提示する状況］、B

［交渉過程で得られた新たな情報を基に自身の交渉案を

再検討する状況］の双方における判断を求められる。本研

究では、この二点を学習者が体験できることを教材設計の

前提とした。 

 

1.5. 外交を主題とした先行実践の特徴 

 では、従来の社会科歴史的分野において外交はどのよう

に扱われてきたのだろうか。Google Scholar にて、〈中学

校社会科〉、〈歴史〉、〈外交〉を含む論文を検索し、ここか

ら近代の主権国家間における外交を主題とした授業実践、

授業案、実践計画のいずれかに該当しないものを除くと 7

件であった。 

 豊嶌（2006）の提案した授業では学習者は地域統合につ

いて政治や経済、文化、歴史等の視点からの情報を整理し

つつ、「日本は、東アジア共同体として地域経済統合すべ

きである・是か非か？」について意見をまとめる。これを

基にディベートを行い、ディベート内で析出された長所・

短所を分析し、東アジア共同体として経済統合の際に考慮

すべき視点をまとめる。これらを踏まえて、学習者は自分

たちの生活圏にある統合経済に関わる事象を踏まえて検

討し、さらに自分たちの主張が説得力を持つことが出来る

ように内容を再構築してまとめる活動を行っている15。 

 桑原他（2015）は、学習者は尖閣諸島をめぐる領土問題

について「問題の概要把握」、「問題の構造把握」、「問題に

対する政策の吟味」、「政策の意思決定」という 4 つの段階

で日本が取りえる外交方針を検討する。そして向き合って

いる問題についての新しい情報が入る度に学習者は自ら

の判断を吟味する活動を行い、最終的に尖閣諸島をめぐる

領土問題に対して日本がどのような外交を展開していく

べきか、理由を含めて意見をまとめる16。 

 豊嶌、桑原他の研究においては、日本の立場からとりえ

る複数の対外政策を吟味できる設計となっている。学習者

はこれらのカリキュラムを経ることで「さまざまな外交目

的、手段、対象のなかでどれを選択するかを決定する」17

対外政策としてどのようなものがありえるかを学習する

ことができると考えられる。しかし、本研究の観点である

A・B の両方を学習者が体験する設計にはなっていない。 

 武井他（2019）は、「第二次世界大戦と日本」を主題と

した授業を開発している。学習者は「日米開戦に至るきっ

かけとなった一番の出来事は何だろうか」という問いへの

答えを提示された資料を用いて自身の意見をまとめる。そ

の後、他者の意見を聞き、自身の意見を再考し、提示され

た問いへの最終的な意見を発表する活動を行っている18。 

 森（2008）の授業案では、学習者は日本が戦争に踏み切

った理由を国際情勢と自国の状況や自国の国益を踏まえ

て検討する19ことで、外交上における意思決定の過程を学

習することができる。日本が展開した外交政策を国際情勢

や外交に関わる事象を踏まえて検討するため、学習者は対

外目的、影響を及ぼしたい対象とそのための行動を踏まえ

て作成された対外政策実現のための具体的な交渉案をと

らえなおすことができると考えられる。 

 小山（2003）の提案した授業試案ではアメリカのイラク

攻撃を主題として、イラクと諸外国、具体的には中国、露、

仏、独、英、日との関係性を明らかにし、各国のアメリカ

のイラク攻撃に関する反応を扱っている。その上で、アメ

リカのイラク攻撃の性質が変化していることを学習する

展開となっている。この授業試案では限定的ながらも一つ

の外交事象に対する諸外国の立場を提示している。そして

諸外国の立場を踏まえて、1998 年のアメリカのイラク攻

撃提案をとらえなおす活動ができていると考えられる。 

 武井、森、小山の研究においては、近代以降の外交を主

題として複数の史資料を用いながら、展開されてきた対外

政策と具体的な交渉案の内容、そして交渉案を提案した理

由を、各国の状況を踏まえて捉えなおす活動が行われてい

る。これらの活動によって、外交は「外交という行動を通

じてその国家が実現しようとする目的である」20対外目的

が各々の国家にあり、なおかつ「独自の歴史的背景・政治

的傾向・経済状況・人口・資源状況・文化を有しているが

ゆえに、国際政治に対するスタンスも大きく異なって」21

いることが意識しやすくなると考えられる。 

一方で整理してきた 5 つの先行研究は、いずれも歴史上展

開された外交とその背景を基に妥協した結果をとらえ直

すに留まっている。そのため外交担当者は交渉で得た新し

い情報を基に交渉案を再検討している、という点が認識し
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づらくなっていると考えられる。つまり、これらの先行研

究も本研究の観点である A・B の両方を学習者が体験する

設計にはなっていない。 

 井上（2019）は、神戸事件22を主題とした授業を開発し

た。学習者は明治新政府や外国公使団の目的などを段階的

に提示され、情報を新たに提示される度に自身の意見の再

検討を行い、最終的に明治政府がとった解決策への是非に

ついて学習者同士での議論を行った後に結論を出す23。 

 吉永（2011）は、学習者が意思決定を行うための授業の

主題として外交を扱うことを主張している。中学生を対象

とした、ポーツマス会議などを扱った授業を行うことを提

唱している。この授業案では、学習者はまず主題とする会

議の基本的な問題状況を概観し、その上で交渉担当者の立

場から基本的な交渉方針の決定、ないし重要な局面におけ

る交渉提案を行っている。学習者の提案に対しては教員か

ら反論、対抗提案を行う。活動後に史実を学習し、その決

定を評価する活動を行っている24。 

 井上、吉永の研究ではいずれも与えられた情報を基に、

学習者自身が交渉案の再検討を行っている。ただし、井上

の授業案で与えられる新情報は交渉を行って得た情報で

はないため、交渉相手の提示する具体的な交渉案などの新

しい情報を基に自身の交渉案を再検討する必要があると

いう認識を持ちづらく、対外政策の決定と交渉の不可分性

が意識しづらいと考えられる。一方で、吉永の授業案では

教員から生徒の提案に対して反論、対抗提案を行うため、

交渉相手の提示する具体的な交渉案などの新しい情報を

基に自身の交渉案を再検討する必要があるという認識を

持ちやすいと考えられる。ただし学習者は交渉に参加する

国家に関する基本的な情報を一緒に概観しているため、均

質な情報を共有している状況に置かれる。すでに述べてき

た通り、国際政治にかかわる各国家は、「独自の歴史的背

景・政治的傾向・経済状況・人口・資源状況・文化を有し

ているがゆえに、国際政治に対するスタンスも大きく異な

って」25いるため、交渉で妥協を目指す必要が生じる。吉

永の授業案では、学習者に均質に情報を与えてしまうため、

この点について意識しづらいと考えられる。したがって、

これらも本研究の観点である A・B の両方を学習者が体験

する設計にはなっていない。 

 外交を主題とした先行研究を概観すると、歴史上で提案

された交渉案を再検討してとらえ直す授業や、交渉案を実

際に提案する授業などが提案されている。一方で外交と密

接不可分である交渉を扱った研究はほとんどない。交渉を

扱った吉永の授業案においてもやや設計不十分な点が見

てとれる。学習指導要領に述べられている通り、学習者自

身が外交について考察できるようになるためにはまず外

交のプロセスを理解し、その上で対外政策の立案と交渉が

不可分であることを理解し、外交交渉では妥協案の提示と

交渉案の修正が求められることを理解する必要があると

考えられる。そこで本研究では、学習者が国際政治に対す

るスタンスの異なる国家同士で行われる交渉において妥

協を目指す過程までを含めて扱う教材の開発を行うこと

とした。 

 

1.6. 教材の検討 

1.6.1. 交渉とシミュレーション教材 

1.3.で整理してきた通り、外交において政策決定と交渉

は密接不可分である。そして交渉案は交渉を繰り返す中で

修正されていくため、開発する教材において学習者が実際

に相手と交渉する場があることが望ましいと考えられる。 

体験型の教材の一つとしてシミュレーション教材があ

る。Salen＆Zimmerman（2013）の整理によれば、シミ

ュレーションとは「「現実」の諸側面を進行過程として表

現」したものであって、「進行過程の表現とは、過程に基

づいた、動きのある描写」であるという。それは、「いか

にしてその対象となる物事をシミュレートするか」という

ことを意味しており、その上「シミュレーションする対象

を根本的に単純化する」ということを意味すると述べてい

る。したがって、シミュレーションを設計するのであれば

「ゲームのシステムの中で、そうした側面についてどのよ

うに具現化するかということを注意深く選ばなければな

らない」と主張する26。つまりシミュレーションとは「実

物通りに再現」するのではなく、事象の一側面を切り取っ

て単純化して表現するものである。本研究で開発する教材

は交渉というお互いに影響を及ぼしながら妥協できる交

渉案を提示できるまで繰り返すという活動が出来る必要

がある。史実上の外交交渉の完全な再現を目指した場合、

情報量が多く、学習者は情報の理解と活用方法の検討にコ

ストを割かれ、主眼となる交渉活動に手が回らなくなる可

能性がある。したがって、本研究における教材は外交交渉

の場を「実物通りに再現」するのではなく、お互いに影響

を及ぼしながら妥協できる交渉案を提示できるまで繰り

返す活動が行えるものである必要がある。そのための教材

として事象の一側面を切り取って単純化して表現する性

質を持つシミュレーション教材の性質が有利に働くと考

えられる。以上より、本研究で作成する教材の形態はシミ

ュレーション教材とする。 

 

1.6.2. 二国間交渉と多国間交渉 

 1.2.で検討した中学校学習指導要領では近代の学習領

域においては外交、国際関係について言及していた。また、

現代にも引き継がれる外交の原型が形成されたのは「西欧

におけるウェストファリア体制の成立以降、すなわち近代

的な主権国家が西欧において確立されてから」27とされて

いる。そこで、本教材では近代以降の外交を扱う教材の開

発を行うこととした。外交交渉は二国間交渉と多国間交渉

がありえる。しかし、近代以降の外交交渉は各国間の利害
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対立が頻繁に起き、1878 年のサン=ステファノ条約28のよ

うに、ロシアの軍事的勝利の結果として結ばれた条約であ

っても他国の利害関係を無視するとその条約の修正を迫

られることも多い。したがって、近代における外交を扱う

のであれば、教材は複数国間における利害関係の検討を迫

られる形態がふさわしいと考えられる。 

 

1.6.3. 近代の外交における前提 

 近代以降の外交は西欧において基本的な形が形成され

てきた。そうであれば、近代における外交を扱う教材はこ

の基本形に沿って作られることが望ましいと考えられる。

近代における外交には何か共通の前提はあるのだろうか。 

国家間関係を研究対象とする学問の一つとしては国際

政治学がある。国際政治学は「国際社会の秩序づくりに参

加しようとする努力、あるいは影響を及ぼそうとする努力」

29である国際政治を中心に扱う学問である。この学問の見

地から近代以降の外交がどのような前提の下で展開され

ているかを整理していく。まず国際政治学は大前提として

「国際政治では、「世界政府」のような絶対的な権力・権

威組織は存在しない」30ため、各国家は「アナーキーな状

況の中」31で「基本的には激しい利害調整の中でサバイバ

ル戦を展開せざるをえない」32ものであると考える。 

そしてアナーキーな国際関係において各国家は「歴史的

背景・政治的傾向・経済状況・人口・資源状況・文化」33

が異なるがゆえに「国際政治に対するスタンスも大きく異

なって」34いる。国際政治学においては、このような異な

る価値観などを持つ国家が関わる国際関係における各国

家の行動の基本法則を説明するものとしてリアリズム、リ

ベラリズムと呼ばれる基幹理論が存在する。広田（2015）

によれば、この 2 つの理論はお互いを批判及び修正しあい

ながら現在まで展開してきたが、リアリズムは国際関係を

パワーの争い、展開によって変化するものという考えを基

本におき、リベラリズムは国際関係を経済的相互依存や国

際調整の制度、人的交流によって変化が可能であるという

考えを基本に置いているという35。ではこれらに見いださ

れる共通点とは何か。 

国際政治学者の Nye（2008）は国際関係において機能す

る力を軍事力、経済力、ソフト・パワーの三種類に分類し

ており、ソフト・パワーは主に価値観や文化、政策、制度

などが該当すると整理している36。この定義を用いると、

リアリズムは軍事力や経済力を重視し、リベラリズムはソ

フト・パワーを重視する傾向があると考えられる。いずれ

にせよ、国際関係においてはなにがしかの力が影響を及ぼ

すと考えるという前提があると考えることができるだろ

う。 

ここまでの議論をまとめると、近代外交における前提条

件としてはまず、①国際社会がアナーキーであると考えて

いる点をあげることができる。①を踏まえて、設計する教

材において交渉を行う際には、上位の調停機関を設けない

こととした。上位の調停機関が存在しないということは、

結んだ条約に違反したとしても処罰を与える機関が存在

しないということである。このような環境下で条約を履行

するには各国家がそれを遵守するという姿勢を持つ必要

がある。そこで設計する教材においては、交渉内容につい

て参加国全てが承認した内容についてのみ議定書に記録

し、議定書には各国の代表がすべて署名することをルール

として課した。 

もう一つの近代外交における前提条件は②国際関係に

おいては、なにがしかの力が影響を及ぼすと考えている点

である。では力はどのような形で国家間関係に影響を及ぼ

すのだろうか。国際政治学者の Walt（2021）は、そもそ

も国家とは純然たるパワーの総量による優位性を確保す

ることを目的として同盟相手を選択しているのではなく、

脅威認識に従って同盟相手を選択するという「脅威均衡理

論」を主張している。この理論において、国家は純然たる

パワーの総量よりも脅威認識に基づいて同盟相手国を選

択する。例えば、人口や工業力、軍事力や技術力を含めた

総合的なパワーや、地理的近接性、攻撃的能力や攻撃的意

図が脅威の源泉と成り得る37。Walt の論に従えば、パワー

とは脅威を認識するための重要な要因であり、地理的な近

さや攻撃力、認識される相手の意図などからも影響を受け

て構成される。そこで教材では実際に交渉を担当する学習

者に自国の国家の国益を確保する上で脅威となりうると

認識しやすい情報を記載することで、交渉案の作成及び実

際の交渉に影響が及ぶように設計をすることとした。なお、

本章で整理したリアリズムやリベラリズムといった国際

政治理論は、生徒の交渉行動を理論的に分類・分析するた

めの枠組として用いるものではない。これらの理論は、近

代外交において交渉が不可避となる前提条件を整理し、本

教材の設計意図を明確にするための理論的背景として位

置づけている。 

 

2. 研究の目的と方法 

 

2.1. 研究の目的 

 本研究の目的は、外交交渉における交渉案の修正や妥協

のプロセスを体験的に理解できる教材を開発し、中学校で

の実践を通して、その教材の有効性と課題を明らかにする

ことである。本研究は、外交交渉を体験的に理解させる教

材の開発と実践を行う探索的・設計研究的実践であり、外

交学習全般の効果検証を目的とするものではない。 

 

2.2. 研究の方法 

 外交交渉を体験することができるシミュレーション教

材を開発する。開発した教材は中学生を対象に実施する。

本研究では授業映像の質的分析を行い、生徒の発話を分類
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することで学習目標の達成度について考察を行う。これら

を参考に教材の有効性と課題について検討する。本実践は

選択授業における少人数実践であり、結果の一般化には一

定の制約があることを付記しておく。また、本節で整理し

た国際政治理論は、生徒の交渉行動を理論的に分類・分析

するための枠組として用いるものではない。これらの理論

は、近代外交において交渉が不可避となる前提条件を整理

し、教材設計の背景を明確にするために参照したものであ

る。 

 

3. 教材 

 

3.1. 交渉シミュレーションのモデル 

 本教材では、国家間の利害対立や協調の可能性といった

近代外交に共通する状況を単純化して設定し、学習者が交

渉を通じて意思決定を行う構造としている。この構造を持

つ教材を作るためのモデルとして選択した一つ目の会議

はウィーン会議（1814～15）である。この会議は 1803～

1815 年にかけて展開したナポレオン戦争の戦後処理を目

的として開催された。ナポレオン戦争はヨーロッパ（以下

欧）の大部分を戦火に巻き込んだため、会議には欧国家の

大部分が参加した。しかし実際の戦後処理問題の検討は大

国であったグレートブリテンおよびアイルランド連合王

国（以下英王国）、プロイセン王国（以下普）、オーストリ

ア帝国（以下墺）、ロシア帝国（以下露帝）が中心となっ

て行った。フランス王国（以下仏）は敗戦国であったが、

仏代表として会議に乗り込んできたタレイランの手腕に

よって会議の主要国の一員として会議に加わることに成

功した。会議の大きな目的は戦争の影響にともない勃興し

てきた革命勢力の抑圧及び、大国間における勢力均衡によ

る安定した国際秩序の創出であった。 

実際の会議では議長国墺の代表メッテルニヒの活躍も

あり、一定の成果を得た38。概要は以下の通りである。①

敗戦国仏の領土削減と封じ込めを目的として、露帝・普・

墺の強化を行った。②ザクセンの王家が所有していた領土

の北半分を普に割譲し、墺はネーデルラントや西南ドイツ

の所領を放棄した代わりに、北イタリアのロンバルディア

とヴェネツィアを獲得した。③ドイツ諸邦については、ナ

ポレオン戦争を通じて併合された群小諸邦は有力諸邦に

併合されたままとなり、40 近い独立諸邦の分立状態をそ

のまま認めた。これによって邦国のゆるやかな結合体とし

ての国家連合制が確立した。④ナポレオンに対する軍事的

勝利に立脚して一挙に膨張しようとする露帝を制して、墺

および普がポーランド領の一部を獲得し、ポーランド領の

主要部であるワルシャワ大公国の大部分を既に露帝領で

あったポーランドと併せてポーランド王国を作り、露皇帝

が王位を兼ねることとなった。⑤墺については、ドイツ連

邦の盟主としての地位を与えて、普の台頭に備えさせた39。 

会議では主要 5 カ国の国益の対立も多く、各国の代表が

お互いのスタンスを探りつつ、対立が発生した場合には仲

介し合いながら妥協を見出した。以上の点より、交渉の側

面を扱う上でふさわしい題材であると考えられる。 

 二つ目はベルリン会議（1878 年）である。この会議は

1877～1878 年にかけて展開したロシア（以下露と呼称）・

トルコ戦争40の講和条約であるサン=ステファノ条約に対

してイギリス（以下英と呼称）およびオーストリア=ハン

ガリー帝国（以下墺洪）が反対したことで開催された。 

サン=ステファノ条約は 1878 年に結ばれた条約で、内

容は以下に示す。①露は南部ベッサラビアをモルダヴィア

から奪回した他、黒海沿岸に領地を拡大した。②セルビア・

モンテネグロ・ルーマニアのオスマン帝国（トルコ）から

の独立を認める。③ボスニアとヘルツェゴヴィナではトル

コによる諸改革を実施する。④ブルガリア公国はオスマン

帝国の宗主権41のもとで自治公国となる。ブルガリア公国

は名目上では自治公国であり、オスマン帝国が宗主国とし

て君臨していたが、条約実行を監視するという名目で露軍

5万を 2年間にわたってブルガリア公国に駐留させること

42となっていた。したがって黒海からエーゲ海に至るまで

の広大な領土を持つブルガリア公国は実質露支配下に入

ることを意味しており、露の勢力が黒海から地中海にまで

及ぶことを意味していた。これに対して英と墺洪が反発し、

サン=ステファノ条約の見直しを迫ることとなった。とり

わけ英は自国の最重要植民地であるインドへと至る「帝国

の道」が自国からスエズ運河を通り展開していたため、露

の南下に対して敏感に反応し、インド軍を動員してマルタ

へと派遣するなどの対応を取った。サン=ステファノ条約

は国際関係に緊迫を齎すこととなった。 

このような状況下で開催されたのが、1878 年のベルリ

ン会議である。会議を主催したドイツ帝国（以下独）のビ

スマルクは約一ヶ月に渡る交渉を行うことで列強間の利

害を調整し、国家間の危機的状況を回避することに成功し

た43。この会議はすでに戦争で一定の成果を挙げ、勝者の

権利としてブルガリア公国を手中に収め、念願の黒海への

進出を果たそうとする露と、露の黒海への進出を阻止した

い英44や墺洪の思惑45、1870～1871 年に展開した普仏戦

争の結果、独にアルザス・ロレーヌの一部を奪い取られ、

対独復讐心に駆られたフランスが他国と手を組み対独包

囲網を敷くことを阻害したい独46、というヨーロッパの列

強の利害が激しく対立している場でもあった。利害の対立

の解消のためには交渉が不可欠であり、外交における交渉

を扱うための題材としてふさわしいと考えられる。 

 

3.2. シミュレーション教材 

3.2.1. 基本事項 

 シミュレーション教材は、1.6.3.で整理してきた近代外

交の前提を基に作成した。近代外交では国家というアクタ
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ーを中心に外交が展開するため、このシミュレーション教

材においてプレイヤーは国家の代表としての役割を与え

られて活動する。シミュレーション教材ではプレイヤーの

対外目的を国益として設定した。プレイヤーは国益の獲得

を目指して交渉を行う。 

 プレイヤーには自他国のパワーが認識できる情報を与

えた。1.6.3.で整理した Waltの論に従えば、パワーとは脅

威を認識するための重要な要因である。よって教材には、

モデルにしたウィーン会議及びベルリン会議において交

渉を担当した者が脅威として意識していたと考えられる

点を反映させることがふさわしいと考えられる。そこで各

会議において各国家の脅威認識の要因であったと考えら

れる情報を各々の資料に反映させ、プレイヤーに与えた。

また、プレイヤーは国家関係に影響を及ぼす脅威認識の源

泉であるパワーについて理解するだけでなく、パワーの外

交上の文脈における活用法を理解する必要がある。そのた

めシミュレーション実施前に、学習者が国益の獲得を目指

して交渉する上でとりえる典型的な行動を利用して対外

政策を検討する場を設けた。 

さらに本教材では、国家間の利害対立や協調の可能性と

いった近代外交に共通する状況を単純化して設定する。そ

こで、1.6.3.で整理してきた、近代における外交の前提条

件である①国際社会がアナーキーであると考えている点

を教材に反映させるため、上位の調停機関は設けていない。

ただし、交渉の場をスムーズに運営するために議長国を設

定した。議長国に与えられた権限は、議題47を提示するこ

と、タイムキーパー、議定書の作成の 3 点である。各会議

は全カリキュラム中 2 コマずつを割り振られており、1 コ

マにつき実際の活動時間は 30～40 分である。活動時間は

交渉案の検討と交渉時間に使うことができるが、この時間

の割り振りを議長国が決定することができる。また、交渉

内で全国家が承認した内容を議定書に記載し、全代表に署

名させる活動も議長国が担当する。 

 

3.2.2. プレイヤーの状況 

 交渉会議において学習者は各国の交渉担当者として自

国の国益を確保するために交渉を行う。各国交渉担当者に

は自国の国益が 1～2 項目記された資料①（各内容は表 1

に記載）と自国の状況が記載された資料②（図 1）が与え

られる。資料②には、史実の交渉担当者の交渉に影響を与

えたと考えられる情報が整理されており、学習者はそれら

を参考に具体的な交渉案を作成する。また史実上の交渉担

当者の得ている情報量には差があった。情報量の差は各国

の脅威認識に影響を及ぼすため、教材においても各交渉担

当者には国家ごとに異なる他国家の情報も与えた（表 2）。 

教材は 1814年～1815年のウィーン会議と 1878年のベ

ルリン会議をモデルに作成した。ウィーン会議をモデルに

したシミュレーション教材の参加国は英王国・普・墺・露

帝・仏の五ヵ国とした。史実上のウィーン会議の参加国は

100 を超えたが、実際に利害調整に奔走した国家は大国で

あった英王国・普・墺・露帝及び敗戦国仏であったためで

ある。議長国は史実上の会議開催国であった墺とした。議

題を指定し、各国の国益は全て議題を巡って利害衝突を起

こす設計とした（表 1）。ベルリン会議をモデルにしたシ

ミュレーション教材の参加国は利害対立の激しかった英・

独・墺洪・露とした。議長国は会議開催国であった独であ

る。こちらも議題を指定し、各国の国益は全て議題を巡っ

て利害衝突を起こす設計とした。上記 2 つの交渉会議の前

提となるナポレオン戦争とサン=ステファノ条約は中学校

社会科の授業で扱われていない可能性を考慮し、いずれの

会議体験前にも授業内で前提を簡単に扱い、学習を行った

上で交渉会議を体験できる設計とした。 

 

表 1 ウィーン会議における各国の国益一覧 

国家 国益 

英 

王国 

①欧における勢力均衡（国家間のパワーバランスをと

る）、ロシアの勢力削減、プロイセンの勢力拡大を警戒 

②民主主義運動の抑圧 

普 ①全ザクセンの併合 

②民主主義運動の抑圧 

墺 ①欧における勢力均衡（国家間のパワーバランスをと

る）、露帝・普の膨張を警戒 

②民主主義運動の抑圧、民族単位の国民国家の形成の

阻害 

露帝 ①ワルシャワ大公国の領土化、もしくは衛星国化（独

立しているが常に露帝に従う国家） 

②民主主義運動の抑圧、民族単位の国民国家の形成の

阻害 

仏 ①征服によって権利を獲得しうるという意見を断固

として排斥（ナポレオン戦争以前の土地まで他国に奪

われることを警戒し、ナポレオン戦争時に奪った土地

を返還すると共に、自国の土地を守ろうとする） 

②仏革命前の主権（民衆ではなく君主に主権を持たせ

る）と領土を正統とみなし革命前の状態へと戻す 
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図 1 ウィーン会議における自国の状況に関する資料② 

 

表 2 ウィーン会議における各国家が保有する資料の概要 

国家 資料の概要 他国資料 

共通 ライン同盟、ワルシャワ大公国の領域  

英 

王国 

自国の貿易状況、人口と軍隊の規模、貿

易額と貿易相手国 

仏 

普 ザクセン地方の特徴、人口と軍隊の規模、

経済の特徴とナポレオン戦争での功績 

墺・仏 

墺 多民族国家としての特徴、人口と軍隊の

規模、王家の特徴、ナポレオン戦争にお

いて仏に敗北した国家の扱い、ナポレオ

ンなき後の欧についての構想案 

普・仏 

露帝 ワルシャワ大公国の歴史、人口と軍隊の

規模、ナポレオン戦争での功績、英王国

との関係性 

仏 

仏 革命前後の領土の変化、人口と軍隊の規

模、自国の経済の特徴 

英 

 

4. 実践 

 

4.1. 実践の環境 

 2023 年 4 月～10 月にかけて、千葉大学教育学部附属中

学校 3 年生選択社会科「近代外交調査室へようこそ」の受

講生 8 名を対象に、本研究の授業実践を行った。なお、本

実践における学習目標①〜④の達成状況の判断は、授業実

践を担当した筆者が行った。判断にあたっては、交渉過程

における生徒の発話内容、提出されたワークシートの記述、

および最終的に提示された交渉案の変化を総合的に参照

した。特に、交渉相手の提案や新たな情報を受けて自国案

を修正し、その理由を国益や立場の違いと関連付けて説明

しているかどうかを重視した。本研究は探索的・設計研究

的実践として、学習過程の質的把握を目的としているため、

量的指標による効果測定は行っていない。 

 

4.2. 選択授業と授業における目標 

 本授業は千葉大学教育学部附属中学校（以下、附属中学

校）の選択教科48にて実践した。2023 年度前期の選択講座

は、全 14 時間設定された。1 単位時間は 50 分である。本

講座は、外交の政策決定の側面に加えて、交渉の側面を扱

うシミュレーション教材を体験する。本授業では 1814～

1815 年にかけて行われたウィーン会議49と 1878 年に行

われたベルリン会議をモデルとした交渉シミュレーショ

ンを中心にカリキュラムを設計した。本教材の体験前には

各シミュレーションの背景知識を学習する時間がある。各

交渉シミュレーションでは対外目的達成のために具体的

な交渉案を提案し、実際に交渉を行うことで明らかになる

相手の対外目的に関わる情報などを基にして対外政策の

再検討と交渉を繰り返す外交交渉を体験することができ

る。本教材の体験後には生徒自身が作成した議定書や交渉

の過程を参考に外交交渉において何を考慮しつつ交渉を

展開したのかを考える活動を行う。これらの学習を通して、

以下 4 点の理解を目標とする。（1）外交は、外交官または

政府機関による主権国家間の公的関係の調整であり、外交

交渉を通して実現を目指されるものであることが理解で

きる。（2）外交交渉は、交渉を行う前に国内外で関わる情

報を収集し、整理を行い、それを基に自国が選択できる行

動を含めて検討した交渉案を具体的に作成していること

が理解できる。（3）外交交渉においては、相手国の提示す

る情報を考慮し、交渉案の修正を繰り返す必要があること

を理解できる。（4）近代の外交交渉ではさまざまな形のパ

ワーに影響を受けるため、外交交渉ではパワーの影響を考

慮する必要があることが理解できる。本講座の授業者はす

べて著者が担当した。 

 

5. 実践の成果と課題 

 

 本研究では、国際政治理論による行動の類型化よりも、

学習者が交渉過程において新たな情報を踏まえながら意

思決定を修正していく経験そのものに着目して分析を行

った。分析の対象としたのは、授業の記録映像やワークシ

ート、生徒の学習達成度である。本研究においては、生徒

が交渉相手の立場を踏まえて交渉案を修正しようとする

発言や記述が見られた場合を、外交交渉のプロセスを理解

している兆候として捉えた。なお、本分析は発話内容や記

述内容に基づく質的検討であり、評価基準のさらなる精緻

化については今後の課題である。したがって、数値は傾向
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把握の補助的指標として用いる。生徒たちの達成状況は以

下の通りである（表 3）。 

 

表 3 学習目標と達成状況 

学習目標 達成度 

①外交は、外交官または政府機関による主権国

家間の公的関係の調整であり、外交交渉を通し

て実現を目指されるものであると理解できる。 

8 名中 6 名 

（75％） 

②外交交渉が、交渉を行う前に国内外で関わる

情報を収集し、整理を行い、それを基に自国が

選択できる戦略的行動を含めて検討した交渉

案を作成する必要性を理解できる。 

8 名中 8 名 

（100％） 

③外交交渉においては、相手国の提示する情報

を考慮し、交渉案の修正を繰り返す必要がある

ことを理解できる。 

8 名中 7 名 

（87.5％）50 

 

④近代の外交交渉ではパワーの影響を考慮す

る必要があることが理解できる。 

8 名中 6 名 

（75％） 

 

 表 3 の内容から学習目標①については、交渉中の発言に

着目して分析を行った。交渉中において、生徒が自国の国

益達成のために相手の状況を聞き出そうとした発言、もし

くは交渉相手に新しい提案をして提案を受け入れそうか

試しているとみられる発言が散見されるが、これを他国と

の関係調整を図ろうとしているとみなし、評価した。8 名

中 6 名の生徒に上記内容に合致する発言が見られた。 

学習目標②④については、生徒が交渉案の内容及び交渉中

の様子を分析対象とした。まず、交渉案を作成する際には

与えられた資料から、自国の国益を獲得するために利用で

きる要因を読み取る必要がある。この要因は各国によって

異なるが、これらを考慮して交渉案を提案することができ

ているかを評価した。学習目標②については、自分がもと

もと持ち合わせている情報のみならず、資料に記載された

情報も含めて交渉案を検討することができているかどう

かを評価した。8 名中 8 名の生徒に上記内容に合致する記

載が見られた。次に学習目標④については、国益獲得の際

に自国に影響を及ぼすと考えられる要因を考慮に入れて

検討することができているかを評価した。また交渉中に、

強硬に意見を通そうとする交渉相手に対して、他国と協力

して対抗しようする発言や行動も評価対象とした。8 名中

6 名の生徒に上記内容に合致する提案もしくは行動が見

られた。①②④はいずれも外交交渉のプロセスに関する学

習目標であり、これらについての理解が一定程度うかがわ

れた。 

学習目標③については、主に交渉中の発言を分析対象と

した。交渉担当者は基本的に事前に用意した交渉案に沿っ

て交渉を進めようとするが、衝突が起きた際に相手の交渉

案や提案を受け、自国の交渉案を修正して提案を行うこと

ができているかを評価した。8 名中 7 名の生徒に上記内容

に合致する提案もしくは行動が見られ、交渉が妥協を伴う

プロセスであることを概ね体験できていると考えられる。 

 一方で、外交交渉では、A（妥協案の提示）と B（新た

な情報を基にした交渉案の再検討）の両方が求められる。

教材はこの 2 点が発生する設計できていたかを検討する

必要がある。 

学習目標①を達成できなかった生徒 2 名は、学習目標④

も同様に達成できていなかった。生徒 a はウィーン会議シ

ミュレーションでは普、ベルリン会議シミュレーションに

おいては英を担当した。ウィーン会議において生徒 a が担

当した普は大きな軍事力を持つ国家として設定されてい

た。普は墺および英王国と国益が衝突する設計となってお

り、普単独の軍事力では墺・英王国あわせた軍事力に抗し

切ることができず、普は交渉案の再検討を迫られるはずで

あった。しかし実際の交渉では、墺を担当した生徒が 1 名

のみであり、また議長国を兼任しなくてはならなかったた

め、交渉に参加する余裕を持つことができなかった。その

ため、英王国が単独で普と衝突することになり、普は単独

の軍事力を背景に自国の意見を押し通すことが可能とな

った。結果として、生徒 a にお互いに合意するための妥協

できる交渉案を提示し、相手の反応を受けて交渉案の再検

討を行い、再度交渉案を提示するという活動を行う外交交

渉の場を提供できなかった。また、生徒 a はベルリン会議

において英を担当したが、こちらは強大な海軍力を有する

国家として設定されていた。また、国益は南下政策をとる

露と衝突、また国家間のパワーバランスを取ろうとする独

とも衝突する設計となっており、交渉案の再検討を迫られ

るはずであった。ところが独が英寄りの融和政策をとった

ことで、生徒 a の主張は概ね容認された。結果としてベル

リン会議においても生徒 a には交渉案の再検討を促され

る機会がほぼ提供できていなかった。従って、生徒 a は 2

回の交渉に参加したにも関わらず、外交交渉学習における

2つの判断状況（A・B）が十全に機能していなかったため、

学習目標①・④が達成できなかったと考えられる。 

生徒 b はウィーン会議シミュレーションでは露帝、ベル

リン会議シミュレーションにおいては露を担当した。ウィ

ーン会議において生徒 b が担当した露帝は大きな軍事力

を持ち、またナポレオン戦争を収束に導く契機となる勝利

をあげたこともあって、会議においても存在感を持つ国家

として設定されていた。一方で、露帝も墺および英王国と

国益が衝突する設計となっていた。こちらも露帝単独の軍

事力では墺・英王国あわせた軍事力に抗し切ることができ

ず、普は交渉案の再検討を迫られるはずであった。しかし

実際の交渉では、墺が交渉に参加する余裕を持つことがで

きなかった。交渉では、普との衝突で疲弊した英王国は露

帝の要求についてはほとんど言及しなかった。結果として、

露帝は他国と衝突することなく、自国の意見を押し通すこ

とが可能となった。また、生徒 b はベルリン会議において
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露を担当した。交渉では独が英寄りの融和政策をとったこ

とで露は交渉案の再検討を繰り返し迫られたが、生徒 b は

交渉を半分欠席しており、十分な活動を行う外交交渉の場

が提供できなかった。また、生徒 b は学習目標③も達成で

きていない。生徒 b はウィーン会議においては交渉案の再

検討を迫られておらず、ベルリン会議においては交渉案の

再検討を迫られた後半の会議を欠席した。結果として、学

習目標③も達成できなかったと考えられる。 

上記 2 点の観点から教材の検討を行った結果、外交交渉

学習における 2 つの判断状況（A・B）が十分に設計され

ていた国家のいずれかを１度でも担当していた生徒は学

習目標を達成することができた。このことから、学習目標

①～④において掲げた内容を学習者が理解することで、学

習者自身が対外政策の決定と交渉という 2 つの側面から

外交について考察することが可能になると考えられる。 

一方で、外交交渉学習における 2 つの判断状況（A・B）

の設計が不十分であった、もしくは機能が働く場面に立ち

会えなかった生徒は学習目標の理解が一部に留まった。開

発した教材については改善の余地がある。ウィーン会議、

ベルリン会議いずれにおいても、交渉案の再検討を避けら

れないよう、一カ国につき二カ国以上との利害衝突が発生

するように修正する必要がある。具体的には獲得を目指す

国益に他国と衝突する要因を追加する、もしくは与えられ

る資料に強硬に自分の主張を通すことができないという

判断が行いやすくなる要因を追加する必要があると考え

られる。加えて議長国の負担が大きいことが判明したため、

会議運営は複数国間で役割分担を行うことで議長国の負
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担を軽減するなどの改善も必要である。 

加えて、開発した教材はいずれも 19 世紀に行われた会

議をモデルに作成した。細谷（2012）の議論によれば、国
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とする。 

以上の結果から、本教材は交渉相手の立場を踏まえて自

国案を修正し、その理由を説明しようとする生徒の姿が見

られた点において、外交交渉のプロセス理解を促す一定の
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